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用語の説明
▼自主財源　市が自主的
に収入できるお金。

▼依存財源　国や県の決
定や割り当てに基づいて
交付されるお金。

自主財源自主財源
53.6%

（1,228億3,062万円）

依存財源依存財源
46.4%

（1,063億938万円）

市税
37.0%

（847億300万円）

分担金・負担金
0.7%

（17億291万円）

国・県
支出金
27.4%

（628億4,668万円）

市債
10.4%

（238億5,470万円）

地方消費税交付金 5.2%
（120億1,000万円）

地方特例交付金その他依存財源 2.0%
（44億5,400万円）

地方交付税 1.1%
（24億5,000万円） 法人事業税交付金 0.3%

（6億9,400万円）

使用料・手数料
1.4%

（32億6,014万円）

繰入金
3.8%

（86億5,554万円）

諸収入その他
自主財源
10.7%

（245億903万円）

▼地方交付税の振り替わり
である臨時財政対策債、
建設事業債が増加。

市債78億円増

▼国の消費税収入額が減少。
地方消費税交付金6億円減

▼市税の減少に伴い、減債基金の繰入額が増加。
繰入金18億円増

市税76億円減

▼新型コロナワクチン接種に係る
感染症予防費負担金やLRT事業
費補助金が増加。

国・県支出金66億円増

▼新型コロナウイルス感染症の影
響による、給与所得や企業収益
などの減少に伴う個人・法人市
民税の減少、緊急経済対策の実
施に伴う固定資産税の軽減・免
除などにより減少。

◎‌‌この特集の金額表示　増減額の表記は前年度の予算額と比較したものです。また、表示単位未満を四捨五入しているため、合計金額と合わない場合
があります。
※ 1　財政調整のための 3基金（財政調整基金・減債基金・公共施設等整備基金）の合計。※ 2　R1までは決算額、R2は決算見込額です。

市債残高 基金残高（※1）一般会計　　1,322 億円（121億円増）
全 会 計　　2,130 億円（88億円増） 108億円（取崩額60億円）
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歳　入

　基金とは決まった目的のために積み立てている資金で、
財政調整基金・減債基金・公共施設等整備基金などがあり
ます。今年度は、市税収入が減少する中、昨年度に引き続
き、新型コロナウイルス感染症への対応や、公共施設の
老朽化対策など着実に進めていくため、これまで積み立
ててきた基金を効果的に活用することとし、合計６０億円
を取り崩しています。
　今後も将来の財政需要や社会経済状況の変化に対応
できるよう、歳入の確保と歳出の抑制に取り組み、基金残
高の確保に努めていきます。

　市債とは、年度間の財政負担を平準化し、将来の市民の
皆さんにも公平に費用を負担いただくために長期的に借
り入れる資金です。道路や公園・学校などの公共施設を整
備するために長期的に借り入れる建設事業債や、財源の不
足を補うために特例として発行し、後年度に地方交付税で
措置される臨時財政対策債などがあります。
　今年度は、市税収入減少に伴う、臨時財政対策債の活用
により、市債残高は前年度より増加しますが、将来負担に関
する財政指標は健全性を維持しています。
　今後も計画的に活用し、健全な財政運営に努めていきます。

「スーパースマートシティの実現」を目指して
令和3年度宇都宮市の予算
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※ 3　スーパースマートシティ　子どもから高齢者まで、誰もが豊かで便利に安心して暮らすことができ、夢や希望をかなえることができるまちのこと。

本文中に記載がないものは、原則として、対象＝どなたでも、費用＝無料、申込＝不要。 ＝ホームページ、 ＝Ｅメールアドレス、 ＝地区市
民センター、 ＝出張所、 ＝生涯学習センター、 ＝申込時に記載する基本項目は、催し名・郵便番号・住所・氏名・ふりがな・電話番号・人数。

各番号を市 のトップページで入力すると関連ページが見られます

歳出（性質別で見た場合） 特別会計　1,160億円（12億円増）
企業会計　　460億円（13億円増）

義務的経費
1,041億2,542万円

（３億円増）
扶助費 26.4％
人件費 13.6％
公債費 5.4％

投資的経費
391億9,158万円

（３４億円増）

その他の経費
858億2,300万円

（12億円増）
物件費 13.7％ 
貸付金 8.8％ 
補助費等 6.7％ 
繰出金 6.5％ 
維持補修費 0.9％ 
出資金 0.7％ 
積立金 0.1％ 
予備費 0.1％ 

特別会計 当初予算額
国民健康保険 484億9,061万円
介護保険 356億　259万円

母子父子寡婦福祉
資金貸付事業 1億6,100万円

後期高齢者医療 59億7,810万円
生活排水処理事業 16億7,132万円

競輪 201億3,791万円

企業会計 当初予算額
水道事業 207億　732万円
下水道事業 223億7,692万円

中央卸売市場事業 29億2,826万円

特別会計 当初予算額
駐車場 1億4,807万円

都市開発資金事業 1億9,722万円
土
地
区
画
整
理
事
業

鶴田第２ 7億5,490万円
宇大東南部第１ 5億4,929万円
宇大東南部第２ 13億1,582万円
岡本駅西 7億9,095万円
育英事業 2億2,261万円

民生費
37.1%

（850億6,600万円）

土木費
18.7%

（429億496万円）

教育費
9.0%

（205億1,661万円）

総務費
7.7%

（176億3,986万円）

衛生費
8.2%

（187億1,669万円）

商工費
9.6%

（220億1,267万円）

公債費 5.4%
（123億8,812万円）

農林水産業費 1.2%
（27億8,846万円）

消防費 2.6%
（59億2,440万円）

議会費 0.4%
（9億2,274万円）

その他 0.1%
（2億5,949万円）

用語の説明
▼民生費　高齢者や障がい
者、子どもなどの福祉の
ためのお金。

▼土木費　道路や公園など
を整備するお金。

▼教育費　学校の運営や社
会教育などのお金。

▼総務費　市役所の全般的
な事務などのお金。

▼衛生費　病気の予防やご
み処理などのお金。

▼商工費　商業、工業の振
興や観光イベントなどの
お金。

▼公債費　借りたお金の返
済のためのお金。

▼農林水産業費　農業、林
業、畜産業などの振興の
ためのお金。

▼障がい者自立支援費や私立
保育園費の増加。

民生費13億円増

▼ＬＲＴ整備推進費や市営住
宅建設費の増加。

土木費70億円増

▼新型コロナワクチン接種
や感染症対策の充実など
による増加。

衛生費19億円増

▼公共施設等整備基金への
積立金の減少。

総務費１３億円減

▼新型コロナウイルス感染
症対策特別資金に係る中
小企業融資制度預託金の
増加。

商工費７９億円増

▼ゆいの杜小学校建設事業の完
了などにより、21億円減少。

▼ICT活用授業の推進や中学校
体育館への空調機器など学
校施設整備の増加。

教育費12億円減

ID 1010664

歳　出

■特別会計の特色
▼高齢化の進行に伴い、介護保険特別会計が増加。
▼  特別競輪の開催により、競輪特別会計が増加。

▼  保育園などの入所児童の
増加への対応やこども医
療費助成の高校3年生相
当年齢までの対象拡大に
伴う増加。

▼  ＬＲＴ整備事業や市営住宅
建設費の増加、ゆうあいひ
ろばの遊具新設に伴う増加。

▼  新型コロナワクチン接種や
ICT活用授業の推進などに
より物件費が増加。

▼  中小企業融資制度預託金
の増により貸付金が増加。

■企業会計の特色
▼  上下水道施設の耐震化や老朽化対策など、建設改良費

が増加。

（目的別）

詳しくは
市 を
見てね♪

令和3年度
一般会計当初予算

2,291億4,000万円
対前年度予算比
161.4億円(7.6%)増

　令和3年度予算は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止と、社会・経済
活動の両立に最優先で取り組みます。
　また、「スーパースマートシティ(※3)」の実現に向け、「第6次総合計画」に
掲げた6つの「未来都市」の具現化や、まちづくりの基盤となるネットワー
ク型コンパクトシティ(NCC)形成の推進、子育てや教育・福祉など、あらゆ
る分野における先進技術の利活用の推進に、優先的・重点的に取り組みま
す。
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